
 
  平成２９年１２月８日 

 市町村課 財政班 
 担 当：田村、楠本、山下 
 内 線：２１３４ 

 
 
 

平成２９年度特別交付税（市町１２月分）について 
                                                               
 
                                                                                          
                                                                                          
１ 本県市町に対する交付額                                                       
                                                                                          
(1) 総括表                                                （単位：百万円）   

平成29年度 平成28年度 増減額 増減率(％)

① ② ③＝①－② ③／②

(17,659)

4,390 4,467 ▲ 77 ▲ 1.7

(852,556)

193,497 213,880 ▲ 20,383 ▲ 9.5

(1,052,977)

278,353 357,234 ▲ 78,881 ▲ 22.1

長崎県市町分

全国市町村分

全国総額

区  分

 
（注）1.平成28年度欄の（  ）書は、３月分を含む特別交付税総額である。 
   2.全国総額は、都道府県分及び市町村分の合計額である。 
   3.端数処理の都合上、増減額欄の数値が合わないことがある。 

4.平成29年度特別交付税全国総額： 9,798億円  
                                                                                
                                                                                          

(2) 各市町別交付額   
     
   別紙１のとおり                                          
 
 
 

＜参 考＞ 
 

・ 特別交付税は、１２月と３月に交付されることとなっており、１２月交付分
については、特別交付税総額の１／３以内の額を交付することになっている。 

・ 交付額は、主として災害対策経費や病院に係る公営企業対策経費等の特別の財
政需要について、項目別に算定されている。 

・ 熊本地震対策経費についても算定されている。 
 
 
 



２ 本県市町分の特色 
 

(1) 交付額 
 

  本県市町分の１２月交付額は４３億９０百万円で、昨年度より７７百万円の減
（対前年増減率▲１．７％）となった。 

   
 《交付額の大きい項目》 
  ① 病 院        ８３７百万円 
  ② 有害鳥獣対策     ３９２百万円 
  ③ 文化財               ３０７百万円 

 

※ 項目別の算定内容については、別紙２を参照 
 
 

(2) 主な増減項目 

 
項目別では、原子爆弾被爆者養護ホームと排水管理の算定が３月から１２月に

移ったことによる増や、複数の団体で簡易水道が上水道へ移行したことによる上
水道高料金対策の増があった。一方で、公共施設総合管理計画の策定期間が過ぎ
特別交付税制度が廃止となったことや、町村生活保護に係る特別交付税措置が普
通交付税措置へ移行したことなどによる減があり、全体としては昨年度より減と
なった。 

   

※ 項目別の算定内容については、別紙２を参照 
※ 端数処理の都合上、増減額欄の数値が合わないことがある。 
 

３ 現金交付日  平成２９年１２月１１日（月） 



平成２９年度特別交付税１２月交付額 (別紙１)

(単位：千円、％）

（ア-イ） (ウ/イ)

ア イ ウ エ

長 崎 市 886,180 813,605 72,575 8.9

佐 世 保 市 777,460 845,042 △ 67,582 △ 8.0

島 原 市 51,825 57,923 △ 6,098 △ 10.5

諫 早 市 178,381 170,292 8,089 4.8

大 村 市 167,330 163,893 3,437 2.1

平 戸 市 356,842 355,245 1,597 0.4

松 浦 市 193,813 184,666 9,147 5.0

対 馬 市 359,966 345,660 14,306 4.1

壱 岐 市 291,123 195,969 95,154 48.6

五 島 市 480,481 465,277 15,204 3.3

西 海 市 123,725 155,756 △ 32,031 △ 20.6

雲 仙 市 122,373 140,841 △ 18,468 △ 13.1

南 島 原 市 112,824 152,214 △ 39,390 △ 25.9

長 与 町 12,573 17,126 △ 4,553 △ 26.6

時 津 町 9,416 12,247 △ 2,831 △ 23.1

東 彼 杵 町 24,300 27,868 △ 3,568 △ 12.8

川 棚 町 12,191 12,320 △ 129 △ 1.0

波 佐 見 町 20,151 19,659 492 2.5

小 値 賀 町 69,554 136,704 △ 67,150 △ 49.1

佐 々 町 10,180 16,838 △ 6,658 △ 39.5

新 上 五 島 町 129,766 178,162 △ 48,396 △ 27.2

市 計 4,102,323 4,046,383 55,940 1.4

町 計 288,131 420,924 △ 132,793 △ 31.5

市 町 計 4,390,454 4,467,307 △ 76,853 △ 1.7

市　町　名

平成２９年度 平成２８年度 対前年度増減額 対前年度伸び率



 
（別紙２） 

 
 
 主な算定項目の内容 
 
 
１ 病院 

市町村立の不採算病院の運営経費について病床数等に応じて算定 
 
 
２ 有害鳥獣対策 
  被害防止計画に基づいて行われる鳥獣の駆除経費等について算定 
 
 
３ 文化財 

重要文化財等の保存に要する経費について算定 
 
 
４ 原子爆弾被爆者養護ホーム 
  原子爆弾被爆者の養護を行う施設の運営に要する経費について算定 
 
 
５ 上水道高料金対策 
上水道の高料金対策に要する経費について算定 

 
 
６ 排水管理 

市町村・土地改良区等所有排水機場に係る経費について算定 
 
 
７ 公共施設総合管理計画の策定  ※ 平成２９年度廃止 
公共施設総合管理計画の策定に要する経費について算定 

 
 
８ 町村生活保護  ※ 平成２９年度廃止 

福祉事務所を設置する町村における生活保護に要する経費について算定 
 
 
９ 災害応援（熊本地震分） 

平成２８年熊本地震における被災地域の応援等に要する経費について算定 
 


